第５回　幼児教育検討部会会議要旨
Ⅰ．開催日時　　平成23年11月24日（木）　15時～17時

Ⅱ．場所　　　　名張市役所３階　３０１会議室

Ⅲ．出席者　　　子ども権利委員５名、オブザーバー４名（内代理出席１名）、事務局４名
　　　　　　（欠席）オブザーバー２名
Ⅳ．内容

１．部会長あいさつ
２．議事進行
・第４回部会の協議事項について

資料に基づき、事務局より説明。前回の会議議事録についての内容と、それの要旨をホームページに掲載することを確認していただく。
・幼児教育検討部会協議事項検討報告について
　　資料に基づき、事務局より説明。前回までの議論の方向性の確認と、議論し切れなかった無認可保育所との関わりや、特別保育を継続していくための考え方、縦の連携等について議論いただく。
　
○　特別保育サービスの提供については、最終的に行政が行うと短絡的に考えるのではなく、利用者のニーズを考えた上で、民間保育園への財政的措置を行うなどの調整を行い、なるべく最善の方法を模索していくこととする。
　
○　特別保育サービスの提供については、保・幼・小・中の縦の連携が必要になることから、就学前に留まらず考えていくべきである。
　
○　資料２の裏面上から8行目の「健全な自意識」を「健全な自己意識」と表現を変えることとする。
○　幼児教育の共通目標を設定する部分は「最低限行うべき内容の部分」であるので、最低限の保育・教育内容について、新しく設置する研究会にて検討するべきである。
○　カリキュラムの共有化について、幼児教育の観点からは3歳からになるが、その為には0～2歳の育ちが基礎となる。公私の足並みを揃えるためにも、0歳からの共有化を考えていく必要があり、それを滑らかに教育に繋いでいくことが必要である。
○　研究会の立ち上げについては、現場の人間を出せるような職場のフォロー体制が必要となる。忙しくて現場の先生が出るに出られない状況がある、という課題を認識することが重要である。

○　幼児教育を主体的に担う機関を教育研究所に設置するかどうかの判断は、この検討部会のみでできることではないが、そのような組織と財政措置は必要である。
○　今回が当部会の最終会議となったので、後の議論は子ども権利委員会で行い、答申を作ることになる。
